
別紙１

(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委員長　

委員

委員

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

        0 件

②　随意契約によるもの 　

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 11 件

　　・審議件数 3 件

　　うち、契約金額が500万円以上のもの 2 件

　　うち、参加者が一者しかいないもの 1 件

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの 0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの 0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 9 件

　　・審議件数 1 件

0 件

0 件

0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

公共調達監視委員会の抽出委員による抽出を行った。

　　うち、低入札価格調査の対象となったもの

【本件に係る照会先】
鳥取労働局総務部総務課
　課長補佐　江谷　勇
   ℡ 0857-29-1700

○委員意見

公共調達監視委員会活動状況報告書

鳥取労働局

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

令和８年９月１７日（木）

　　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

令和８年１月１日　～　令和８年６月３０日契約締結分

駒井　重忠　　　弁護士

瀬古　智昭　　　公認会計士・弁護士

西川　退助　　　税理士
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令和８年度第１回鳥取労働局公共調達監視委員会議事概要 

 

開催日  令和８年９月１７日（木） 

開催場所 鳥取労働局４階小会議室 

出席委員 駒井委員（委員長） 

瀬古委員（抽出委員） 

西川委員 

 

１．鳥取労働局公共調達審査会審議結果報告 

 ・事務局から、以下とおり報告した。 

  令和８年９月３日に開催した令和８年度第１回鳥取労働局公共調達審査会

において、令和８年１月１日から６月３０日までの間における審査対象案件

の中で審議を行った。 

  審議対象の案件は、公共工事は該当事案が無く、物品・役務関係が２０件で

あった。 

  その中で、近年審議した案件を除き抽出した結果、一般競争入札５件、随意

契約３件の計８件について審議を行った。 

  その結果、すべての案件において特段の問題は見られず、「所見なし」と判

断されたことを報告する。 

 

 

２．審議対象案件の抽出について 

・事前に抽出委員である瀬古委員により、公共調達監視委員会審議対象一覧表

の中から抽出していただいた。 

 審議対象案件は全部で２０件の中から、公共工事は該当事案がなかったの

で、物品・役務関係について、契約内容別に考慮しながら、近年に審査を実施

していないものを中心に抽出された。その結果、物品・役務の一般競争入札が

３件、随意契約１件、計４件となった。 

 

 

３．審議 

（１）令和８年度鳥取労働局庁舎外１か所の清掃業務（１号案件） 

  ・本件は毎年度調達する案件だと思うが、予定価格の積算方法は、前年度の

契約実績をベースにしたものではないのか。 

→昨今の人件費増加や物価高及びエネルギーコストの上昇を踏まえ、前年

度の契約実績をベースにしつつ、国土交通省が作成している「保全業務労
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務単価」及び「庁舎維持管理費要求単価」を加味し積算している。 

・最低価格落札方式による入札のため、参加者は受注のために少しでも安価

な金額の提示をすることが考えられる。前年度の契約金額と違いがある

か。 

→前年度の契約金額と比べ、今年度の契約金額は１０％程度増加している。

また、ダンピング等の防止のため、落札業者へ提示価格の内訳の提出を依

頼しており、特に人件費が最低賃金を下回っていないかの確認をしてい

る。 

・暫定予算期間分の契約金額の算出方法は、「暫定期間／３６５日」か。 

→基本的には「暫定期間／３６５日」で算出しているが、暫定期間内にどの

程度費用を要するかを鑑みて、状況に則した算出をおこなっている。 

 

（２）令和８年度若年者地域連携事業（２号案件） 

  ・総合評価落札方式の評価採点について、各項目の最低基準点はあるか。 

→必須項目については最低基準点を設けており、最低基準点を下回った場 

合は失格となる。 

・参加者のうち１者は提案書類の提出がなく無効となっているが、受領期限 

内に提出されなかった場合は一律に無効としているのか。 

→その通り。今回は事前に督促をしていたが提出いただけなかった。 

 ・本件の予定価格調書の積算内訳には「守秘情報」の表示をしているが、理 

由はあるか。 

→特別の理由はない。表示のないものも含め全てを守秘情報として扱って 

おり、開札まで金庫にて保管している。 

・本件の事業について、発注事案の概要にある「協議会」はどういったもの 

か。 

→当局の他、鳥取県や NPO等で構成され、事業実施の意思決定を行う。同

協議会の運営に係る事務部分を契約業者が担当する。 

・本件調達に係る仕様書は鳥取労働局にて作成したものか。 

→その通り。 

・事業者が創意工夫する余地がどの程度あるのか 

→特に広報や集客等についての技術面においては力を発揮していただいて

いる。 

・事業に参加する若年者等は、どういう経緯で同事業を知る機会を得ている

のか。 

→ハローワークでの案内の他、SNS やホームページ、協議会の各構成員に

よる周知等が考えられる。 
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（３）令和８年度鳥取県一体的実施事業における委託事業（３号案件） 

・前年度と同じ契約業者か 

→前年とは異なる契約業者である。 

・前年度の落札率を考慮しないのか 

→前年度の落札率は加味していない。前年度仕様から追加している項目が

あることや、事業者によって人件費や外注の有無等による価格差があり、 

 前年度落札率を加味してしまうと、事業者を限定してしまう可能性があ

ったため。 

・本件は１者応札だが、他県で行っている同事業の委託事業者等に応札して

もらうことは難しいのか。 

→本件に限らず、１者応札の場合は次回調達時に入札参加勧奨を行ってい

る。本件の事業は４７都道府県全てで実施している事業ではないが、同種

の事業を委託している事業者への積極的な声掛けをしていき、２者以上

の応札に努めていきたい。 

・仕様書に数値目標を定めているが、実績確認を行っているか 

→行っている。数値目標への達成率が著しく低い場合は指導をしている他、

事業計画に対して委託事業として成立しているかどうかも確認している。 

・契約書内の金額及び日にちの記載方法について、２行に跨って記載されて

いる箇所がある。誤りではないかもしれないが１行に収めたほうが良い

のではないか。 

→ご指摘のとおり。以後留意する。 

 

（４）令和８年度高齢者活躍人材確保育成事業（４号案件） 

  ・本件は特定の事業者へ毎年発注することになっているが、事業評価等実施 

しているのか。 

  →事業担当課室にて事業実施状況を点検しており、契約の履行状況だけで 

はなく、事業の妥当性を含めて確認し本省へも報告を行っている。 

 

 

４．審議結果 

   各案件について「所見なし」とする。 


